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1. 中期財政計画について 

本市では、平成20年度決算をもって、財政健全化法に基づく財政健全化団体とな

り、平成22年2月には法に基づく財政健全化計画を策定し、その後平成23年12月

には健全化の速度を加速させるため、財政健全化計画の実施計画として位置付けた財

政健全化実施プランを策定し、これまで早期の財政健全化に向け取り組んできたとこ

ろであります。 

この度、平成25年度決算をもって、実施プランの自主的な健全化の取組を確実に

実行してきた結果、平成24年度に引き続き黒字を維持することができ、また、健全

化判断比率についても、昨年度まで唯一、基準値の350％を超えていた将来負担比

率が302.1％となり、平成39年度で指標をクリアする予定であった計画を14年前

倒しで達成することとなり、財政健全化団体から脱却することができました。 

この間、歳入については、市税等の徴収強化の取組み、法定外税（空港連絡橋利用

税）の課税開始、遊休財産の積極的な売却のほか、ネーミングライツ、ふるさと応援

寄附金制度の取組拡充を始めとする税外収入の確保に努めてまいりました。 

一方、歳出については、職員定数の削減、特別職及び一般職の給与の削減、特殊勤

務手当の廃止、委員等報酬の削減、公共施設の統廃合、事務事業の見直しなど経費削

減に努めてまいりました。また、議会からも議員報酬の削減などの御協力もいただき

ながら、実施プランの取組を確実に実行してきたことにより、上記の成果を上げるこ

とができたものであります。 

しかし、根本的に地方債残高を多く抱え、高水準の公債費負担が続くことは、健全

化団体の時とまったく変わることはない中で、今後の動向を考えると、消費税増税の

影響、市税収入の推移、交付税制度の改正、社会保障費の増加など不確定な要素も多

くあり、義務的経費の割合が相対的に高まる見込みであるため、結果として財政の硬

直化を招くことが予想されます。 

そこで、これまでの財政状況や現在の財政制度等を参考に財政収支の見通しを立て、

将来的に持続可能な財政基盤を確立するために、中期的な視点にたった財政計画を策

定するものであります。 
 

 

2. 計画の基本事項 

(1) 計画策定の目的 

財政運営の健全性を確保するために中期的な財政状況を推計し、平成25年度決

算及び平成26年度決算見込みをベースに5年間の収支見込みを立てるとともに、健

全財政を維持するための取組みを盛り込んだ中で、限られた歳入に見合う歳出を調

整することを基本理念に財政運営の指針とします。 

 

(2) 計画の期間 

平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。 

 

(3) 会計単位 

普通会計を基本とします。 
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3. 歳入及び歳出の推計の設定条件について 

普通会計等 収支見通しを次のとおり設定します。 

 

【歳入の推計】 

区 分 推 計 方 法 

市 税 ・平成26年度見込をベースに推移するものとした。 

地方交付税 ・現行制度が継続するものとし、市税収入に応じて算定するものとした。 

繰入金 ・基金活用については、平成27から31年度の間で総額 29億円の範囲内とした。 

地方債 ・投資的経費等にかかる地方債を平成27年度 16億円（府貸付金の追加分含む）、

平成28年度以降 13から16億円の範囲内とした。 

・臨時財政対策債は、現行制度が継続するとして地方税収に応じて算定するもの

とした。（平成27から31年度まで 11から24億円の範囲内） 

その他        

（地方譲与税・各

種交付金・交通対

策特別交付金） 

・平成26年度見込をベースに推移するものとした。 

その他       

（分担金・負担金） 

・平成26年度見込をベースに推移するものとした。 

その他        

（使用料・手数料） 

・平成26年度見込をベースに推移するものとした。 

その他         

（国庫支出金） 

・平成26年度見込をベースに推移するものとした。 

・投資的経費分については、5ヵ年の総額の財源構成を考慮したものとした。 

その他        

（府支出金） 

・平成26年度見込をベースに推移するものとした。 

・投資的経費分については、5ヵ年の総額の財源構成を考慮したものとした。 

その他        

（財産収入） 

・遊休地の売却として、平成27から28年度まで 年間 1億円ずつを見込むもの

とした。 

その他        

（繰越金） 

・当該年度の黒字額は、翌年度の繰越金として計上するものとした。 

その他         

（諸収入・寄附金） 

・平成28年度にりんくう総合医療センターから貸付金 14億円の償還を見込む

ものとした。 

・平成26年度末に水道会計から 10億円（5年据置 10年償還）の借入を受ける

こととした。 
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【歳出の推計】 

区 分 推 計 方 法 

人件費 ・職員数については、現行の定員適正化計画ベースで設定し、退職不補充とするも

のとした。 

 (普通会計職員数 ： 平成25年 522人 ⇒ 平成3１年 405人） 

・特別職の給与については、平成27年5月から32年3月末まで 市長40％、副市長

35％、教育長30％それぞれ削減を継続するものとした。 

・一般職の給与については、平成27年4月から32年3月末まで 係員・係長級4％、

課長代理級5％、課長級8％、部長級9％それぞれ削減するものとした。 

・議員報酬の20％削減については、現行条例どおり平成27年3月末までとした。 

補助費等 ・平成26年度末で水道会計から借入金 10億円に伴う元利償還分（5年据置 10年

償還）を見込むものとした。 

公債費 ・平成26年度で地方債 10億円を繰上償還し、平成28年度も予定どおり、10億円

の繰上償還をしていくものとした。 

投資的経費 ・5ヵ年の総額を平成27年度 18億円（地方債 9億円、一財 4億円）、平成28か

ら30年度まで 22億円（地方債 10億円、一財 5億円）、平成31年度 18億円（地

方債 9億円、一財 4億円）の範囲内とした。 

その他         

（物件費） 

・平成26年度見込をベースに、各年度に退職不補充による民間委託費分を計上する

ものとした。（平均職員給与の4／5程度） 

・平成27年度から高齢者生活支援事業を実施するものとした。 

その他        

(維持補修費） 

・平成26年度見込と同額で推移するものとした。 

その他        

（扶助費） 

・将来の社会保障費の増加、定住促進の対策も含めた要素も考慮した推計とするた

め、平成26年度見込から4％ずつの伸びで推移するものとした。 

その他         

（積立金） 

・平成28年度にりんくう総合医療センターから貸付金 14億円の償還分を基金に積

立てるものとした。 

・前年度の黒字額の1/2を財政調整基金に積み立てるものとした。 

その他        

（貸付金） 

・りんくう総合医療センターへの財政支援策として、平成26年度末に運営資金 14

億円を貸し付けるものとした。 （償還時期は、平成28年度と想定とした。） 

その他        

（繰出金） 

・国保特会については、平成26年度見込から1％ずつの伸びで推移するものとした。 

・後期高齢医療特会については、平成26年度見込から4％ずつの伸びで推移するも

のとした。 

・介護特会については、平成26年度見込から2.5％ずつの伸びで推移するものとし

た。 

・下水特会については、平成26年度見込により推移するものとした。 
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4. 今後の取り組み及び目標について 

平成27年度以降、持続可能な財政運営を進めていくには、限られた財源を十分に

認識し、最少の経費で最大の効果があげられるように、創意工夫を発揮して効果的か

つ効率的な財政運営を行っていく必要があるため、下記の事項に取り組むとともに、

計画期間終了時の目標を設定し、その実現に向けた取組みを通じて財政の健全化に努

めてまいります。 

 

 

(1) 支出の抑制、効率的な行政運営に関する事項 

 

(ｱ) 事務事業の継続した見直し 

 財政健全化計画及び財政健全化実施プランの取組項目にもありましたが、

従来から実施してきた事務事業評価に加え施策評価を実施することにより、 

事務事業のあり方について視点を変えた検討を加え、引き続き、事務事業の

経費削減を行っていくものとします。 

 

(ｲ) 広域連携の推進 

 これまでにも、3市3町（泉佐野市、泉南市、阪南市、熊取町、田尻町、岬

町）の枠組みで広域連携の可能性を検討し、スケールメリットを活かせる業

務や単独では困難な権限移譲に係る事務などについては、積極的に広域連携

を進めてまいりましたが、今後も継続して、電算業務のクラウド化など広域

連携の推進に取り組んでいくものとします。 

 

(ｳ) 窓口業務委託を始め民間委託の拡充 

 市の業務を精査し、「公務員でなければできない業務」以外はすべて委託

化を検討し、特に、窓口業務の委託化を集中的に推進するものとします。 

 また、公共施設への指定管理者制度の導入は、概ね完了したところであり

ますが、今後も継続して、市直営の道路清掃など可能な業務については、民

間委託化を進めていくものとします。 

 

(ｴ) 定員適正化計画に沿った定員削減 

 これまでにも、他団体との比較などにより定員の削減を行ってきましたが、

退職不補充を基本に、正規職員の新規採用の凍結の方針を継続し、全国でも

トップレベルの合理化に努めていくものとします。 

 このため、定員適正化計画の目標である平成２５年の普通会計職員数522

人を平成30年には422人と100人削減に沿った定員の削減を行っていくも

のとし、平成31年には405人を目標とします。 

 

(ｵ) 給与水準の適正化などによる総人件費の抑制 

 財政健全化団体から脱却したとはいえ、今後もギリギリの財政運営を進め

ていかねばならないことから、給与水準の適正化ということでは、今後、職

員の給与水準については、国・府の動向も考慮していくものとしますが、独
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自の取組みとして、特別職の給与削減については、現行のカット割合（市長

40％、副市長35％、教育長30％カット）を平成27年5月1日から平成32

年3月末まで継続するものとします。 

 また、一般職の給与削減については、現行のカット割合（係長級まで8％、

課長代理級11％、課長級12％、部長級13％）を係長級まで4％、課長代理

級5％、課長級8％、部長級9％にそれぞれ見直し、平成27年4月1日から平

成32年3月末まで継続することで、総人件費の抑制を図るものとします。 

 

(ｶ) 平成27年度以降の投資的事業の総事業量の設定 

 実質公債費比率の動向を踏まえながら、新規発行の地方債をコントロール

し、平成27年度から31年度までの5ヵ年の投資的事業の総事業量を設定す

ることで、公債費負担を抑制していくものとします。 

また、近い将来に直面する公共施設及び公共インフラ設備維持の長寿命化

の問題なども含む公共施設総合管理計画の策定も視野に入れ、今後、老朽化

対策にも取り組んでいくものとします。 

 

 

(2) 収入の確保に関する事項 

 

(ｱ) 滞納処分の強化及び徴収率の向上 

自主財源の安定確保と住民負担の公平性の観点から、滞納処分の強化と徴

収率の向上には、積極的に取り組んできたところであり、特に市税徴収率は

府内トップとなっておりますが、市税以外の収入も含めて、今後も引き続き、

アタック30などを始め債権管理の取組みを積極的に進めていくものとしま

す。 

 

(ｲ) 遊休財産の積極的な売却 

これまで、泉佐野駅及び日根野駅周辺を始めとする遊休地の積極的な売却

を進めてきたところでありますが、今後も引き続き、新たな遊休地売却のた

め積極的に取り組んでいくものとします。 

 

(ｳ) ふるさと応援寄附金制度、ネーミングライツ等の更なる税外収入の確保 

ふるさと応援寄附金制度については、お礼の品の充実や積極的なＰＲ活動

の拡充、ネーミングライツについては、文化会館や生涯学習センターの施設

の命名権等の税外収入の確保に取り組んできたところでありますが、今後も

更なる取組みを進めていくことにより、財源確保に努めていくものとします。 

 

 

(3) 計画期間終了時の目標 

 

(ｱ) 実質公債費比率は23.5％以下 

 今後ピークを迎える公債費負担を抑制するため、地方債の繰上償還などを

実施しながら、実質公債費比率（借金の返済額の大きさを示す指標）が25％
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を超えることがないよう平成31年度には、23.5％以下をめざします。 

 

(ｲ) 地方債残高は標準財政規模の3.4倍以下 

 平成25年度決算における普通会計等の地方債残高は、標準財政規模（地方

公共団体が通常水準の行政活動を行う上で必要な一般財源の総量）219億円

の約4.2倍の919億円となっています。今後も地方債の繰上償還などを実施

しながら、確実に償還を進めていくことで、平成31年度には、標準財政規模

の3.4倍の740億円をめざします。 

 

(ｳ) 基金残高は18億円以上を保持 

 平成25年度決算における普通会計等の基金残高（市の貯金残高）は、48

億円となっておりますが、今後も基金活用をしながらのギリギリの財政運営

となることから、平成31年度でも基金残高を18億円以上保持していくこと

をめざします。 
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5. 収支見通しについて 
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6. 財務指標等について 
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(3) 基金残高見込み 
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